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感染症発生動向調査事業の概要と問題点について 
 
はじめに 

 

医療の進歩した現代においても、エボラ出

血熱・エイズ・O157・SARS 等、以前には知ら

れなかった感染症（新興感染症）の出現や、

結核・マラリアなど近い将来克服されると考え

られてきた感染症の再燃（再興感染症）など、

感染症の脅威は依然として存在している。 

また、社会的側面から見ても、生活水準・

衛生意識の向上、人権の尊重、行政の公

正・透明化への要請、それに、国際交流の活

発化など、感染症を取り巻く状況が大きく変

化していることを受け、「感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に関する法律」

（以下、「感染症法」という。）が制定され、平

成 11 年 4 月 1 日付けで施行された。同法で

は、第３章（第 12 条～第 16 条）に感染症発

生動向調査の位置づけがなされ、医師等の

医療関係者の協力のもと、1 類～4 類感染症、

未知の感染症でエボラ出血熱など第 1 類の

疾患と同様な対処が求められる新感染症及

び既に知られている感染症で国民の生命及

び健康に重大な影響を与えるおそれがありな

がら第 1 類～3 類に含まれていない疾患で、

期間を 1 年に限定して政令で指定する指定

感染症の全てについて一元的な情報収集、

分析、提供・公開体制を構築していくこととさ

れている。 

これに先立ち平成 11 年 3 月 19 日付けで

「感染症発生動向調査事業実施要綱」（健

医発第 458 号）が策定され、これに基づき現

在の感染症発生動向調査事業が運用され

ている。 

感染症法附則第二条では、「この法律施

行後５年（平成 16 年）を目途として、…」感染

症の流行状況、医学の進歩、それにこの法

律の施行状況等を勘案し「….必要があると

認められるときは、所要の措置を講ずるものと

する。」としていることから、本事業の実施体

制とその中での愛知県衛生研究所（以下、

衛生研究所という。）の位置付け、業務内容

及び事業実施上の問題点等について述べ

る。 

 

感染症発生動向調査体制の現在までの流れ 

 

・本県では全国にさきがけ、1966 年（昭

和 41 年）から「ウイルス定点観測」とし

て、西尾市民病院小児科での患者の臨床

観察及び衛生研究所でのウイルス分離・

血清学的診断を開始 

・1973 年（昭和 48 年）から「原因不明下

痢症調査」として、豊橋市民病院及び一

宮市民病院（当初は新川病院）を対象と

した衛生研究所での各種ウイルス血清疫

学調査を開始                   

・1980 年（昭和 55 年）から「伝染性疾患

対策事業」（感染症サーベイランス）とし

て、県内 5 ヶ所の医療機関定点を対象と

した県衛生部環境衛生課での患者発生情

報の収集（週単位）、還元（月単位）を開始 

・1981 年（昭和 56 年）10 月、本県独自

の「感染症サーベイランス事業実施要綱」

が定められ、厚生省が同 7 月から開始し

た地域における感染症サーベイランスの

全国ネット化に対応 

・1987 年（昭和 62 年）1 月から結核・感

染症サーベイランス事業（結核及び性感



染症追加）として、コンピュータ・オン

ライン・システムによる迅速な情報の収

集、解析及び還元を開始 

・1998 年（平成 10 年）1 月から新たに感

染症発生動向調査事業として、梅毒様疾

患、C 型肝炎の追加及び小児感染症の発症

年齢階級の細分化（従来、５～９歳が１

階級であったものを各年齢ごとに１階級

とした。） 

以上のようなその時代に対応した変遷の

後、1999 年（平成 11 年）4 月 1 日には「感染

症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律」（以下「感染症法」という。）が施

行された。これに伴い「伝染病予防法」、「性

病予防法」、及び「後天性免疫不全症候群

の予防に関する法律」の三法は「感染症法」

に組み入れられる形で廃止された。また、同

年、県衛生部環境衛生課で実施されていた

感染症発生動向調査事業が衛生研究所に

設置された地方感染症情報センターにおい

て新たに開始された。 

従来の「伝染病予防法」では、患者等の行

動に制限を加える際の人権に係る体系的な

手続きや保障が設けられていなかったが、感

染症法では、その基本理念を人権の尊重に

置き、入院を要する患者等が発生した場合

の感染症指定医療機関への入院勧告制度

の導入、入院期間の延長に係る感染症診査

協議会への諮問など、その手続きが整備され

ている。 

また、当該感染症の感染力や罹患した場

合の症状の重篤性などに基づいて、総合的

な観点からみて危険性の高い順番に 1 類感

染症～4 類感染症に類型化されており、また、

新感染症及び指定感染症についても規定さ

れている（表１）。この中で、コレラ、細菌性赤

痢、腸チフス、パラチフス等、従来の「伝染病

予防法」規定されていた多くの疾患は 2 類感

染症に、腸管出血性大腸菌感染症は 3類感

染症に分類され、類型別に異なる対応が取

られることとなった。最近では SARS が新感染

症への指定（平成 15 年 4 月 3 日）を経た後、

病原体が判明し既に未知の疾患ではなくな

った等の理由から 7 月 14 日付けで、指定感

染症へと類型化された。また、昨年 10 月には

アメリカ合衆国、カナダでの大流行を受ける

形で、ウエストナイル熱が 4 類感染症に類型

化されている。 

感染症法の施行以降、愛知県における

「感染症発生動向調査事業」は、それまで県

独自の予算事業であったものが法で規定さ

れた事業へと大きく変化した。 

 

対象感染症 

 

 感染症法が対象としている疾病につい

ては表 1 のとおりである。 

 

実施体制の上での愛知県衛生研究所の位

置付け 

 

感染症発生動向調査事業実施要綱にお

いて、「地方感染症情報センターは、各都

道府県等域における患者情報及び病原体

情報を収集・分析し、都道府県等の本庁

に報告するとともに、医師会等の関係機

関に提供・公開することとして、各都道

府県等域内に１か所、地方衛生研究所等

の中に設置すること」となっている。 

また、「都道府県、保健所を設置する市、

特別区間等の協議の上、当該都道府県内

の地方感染症情報センターの中で１か所

を基幹地方感染症情報センターとして、

都道府県全域の患者情報及び病原体情報

を収集、分析し、その結果を各地方感染

症情報センターに送付すること」として

いる。 

地方感染症情報センターについては、

愛知県は当所（愛知県衛生研究所）に、

名古屋市は名古屋市衛生研究所内に、豊

田市は豊田市保健所内に、豊橋市は豊橋

市保健所内に、岡崎市は岡崎市保健所内

に設置している。また、当所にはこれら

県内の地方感染症情報センターを統括す

る基幹地方感染症情報センターが設置さ

れており、当所は地方・及び基幹地方感

染症情報センターを兼ねる位置付けとな

っている。 

基幹地方感染症情報センターとしての

機能充実を図る目的で、県全域からの情

報収集の徹底、正確かつ効率的な分析、

それに情報還元の効率化、迅速化等を検

討するため、県、名古屋市、豊田市、豊

橋市及び岡崎市の関係行政機関の代表者



並びに県医師会、県内の大学医学部等の

学識経験者からなる感染症発生動向調査

企画委員会を年 1 回、感染症情報の解析

評価等を行うための同解析評価部会を年

6 回開催している。 

 

 

 表 1 感染症法における対象疾病 

基幹地域感染症情報センターの役割 

 

感染症法では、第 3 章の「感染症に関

する情報の収集及び公表」において、医

師・獣医師の届出義務（１類～３類の全

例、及び４類疾患の一部、新感染症及び

指定感染症）、感染症の発生状況及び動向 

1類感染症 エボラ出血熱         クリミア・コンゴ出血熱   ペスト 
マールブルグ病        ラッサ熱 

2類感染症 急性灰白髄炎         コレラ           細菌性赤痢 
ジフテリア          腸チフス          パラチフス 

3類感染症 腸管出血性大腸菌感染症 

全
数
届
出
（
法
第
12
条
第
１
項
第
２
号
） 

アメーバ赤痢         ウエストナイル熱      エキノコックス症 
黄熱             オウム病          回帰熱 
Ｑ熱             急性ウイルス性肝炎     狂犬病 
クリプトスポリジウム症    クロイツフェルト・ヤコブ病 劇症型溶血性連鎖球菌感染症 
後天性免疫不全症候群     コクシジオイデス症     ジアルジア症 
腎症候性出血熱        髄膜炎菌性髄膜炎      先天性風疹症候群 
炭疽             ツツガムシ病        デング熱 
日本紅斑熱          日本脳炎          乳児ボツリヌス症 
梅毒             破傷風           発疹チフス 
バンコマイシン耐性腸球菌感染症              ハンタウイルス肺症候群 
Ｂウイルス病         ブルセラ症マラリア 
ライム病           レジオネラ症 

小児科定点 

咽頭結膜熱   Ａ群溶血性連鎖球菌咽頭炎   感染性胃腸炎 
水痘      手足口病   伝染性紅斑   突発性発疹 
百日咳     風疹     ヘルパンギーナ 
麻疹（成人麻疹を除く。）    流行性耳下腺炎 

インフルエンザ定点 インフルエンザ 

眼科定点 急性出血性結膜炎      流行性角結膜炎 

ＳＴＤ定点 
性器クラミジア感染症    性器ヘルペスウイルス感染症 
尖形コンジローム      淋菌感染症 

４
類
感
染
症 

指
定
機
関
届
出
（
法
第
14
条
第
２
項
） 

基幹定点 

急性脳炎（日本脳炎を除く。） クラミジア肺炎（オウム病を除く。） 
細菌性髄膜炎  成人麻疹  ペニシリン耐性肺炎球菌感染症 
マイコプラズマ肺炎     無菌性髄膜炎 
メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症 
薬剤耐性緑膿菌感染症 

指定感染症 政令で１年間に限定して指定された感染症（既知の感染症の中で１～３類に分類されない感染症において、

１～３類に準じた対応の必要が生じた感染症） 

新感染症 

〔当初〕都道府県知事が厚生大臣の技術的指導・助言を得て個別に応急対応する感染症 
〔要件指定後〕政令で症状等の要件指定をした後に１類感染症と同様の扱いをする感染症 
（人から人に伝染すると認められる疾病であって、既知の感染症と症状等が明らかに異なり、 
その伝染力及び罹患した場合の重篤度から判断した危険性が極めて高い感染症） 

 



の把握（厚生労働省令で定める４類感染

症の患者）、感染症の発生状況・動向及び

原因の調査並びに情報の公表について定

めている。その中で基幹地方感染症情報

センターの役割は、感染症法が対象とし

ている全疾患（１～４類の 73 疾患、新感

染症及び指定感染症）の患者情報の収

集・分析と、病原体に関する検出情報の

収集・分析を行ない、一般県民や医療現

場で予防、診療、研究などに役立つ情報

の提供を行なうこととされている。感染

症情報等の流れを図１に示す。 

図１において、患者情報データが中央感

染症情報センターに直接向いているが、

これは通常、各保健所のパソコンから患

者情報データの報告処理を行なうと、一

旦中央感染症情報センターのサーバーに

アップロードされ、中央に集まったデー

タを衛生研究所にダウンロードして集

計・分析を行なった後再度中央のサーバ

ーに最終的な報告としてアップロードす

る形をとっていることによる。 

 

図1感染症情報等の流れ

集計データ 全国情報

患者情報
データ

患者情報
患者検体

患者検体週報・月報

週報・月報

緊急時
ファックス等

週
報
・
月
報

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等

中央感染症情報センター(国立感染症研究所)

中央感染症発生動向調査企画委員会(厚生労働省)

県
　
民
　
・
　
医
　
療
　
関
　
係
　
者

医　師　・　指　定　届　出　医　療　機　関

保　　健　　所

地 方 衛 生 研 究 所

(<基幹>地方感染症情報センター)

病原体検査　+　感染症発生動向調査

地方感染症情報センターの業務の実際 

 

感染症の発生状況の届出を担当する病

院・診療所（以下「指定届出機関」という。）

から各保健所を経由して報告される患者情

報と、衛生研究所において検査している病

原体定点医療機関からの検体の検査結果を

収集・集計し、国（中央感染症情報センタ

ー）に報告すると共に、保健所別、年齢階

層別の感染症発生状況として集計・解析を

行なった上、独自の解析結果、指定届出機

関からの疾病の流行状況等のコメント及び

国の週報・月報等を愛知県感染症情報週

報・月報としてホームページ、電子メール、

印刷物等により提供している。 

なお、ホームページでは、週報・月報に

とどまらず、感染症に関するより詳しい解

説や予防法等の情報を提供している。 

 

問題点及び考察 

 

病原体情報と患者情報を同一所内で収集

できるため、迅速な解析評価への反映が可

能となっている。例えば、インフルエンザ

患者発生動向と患者血清からのウイルス分

離結果を迅速に入手できる。また、衛生研

究所では日常的に保健データの解析を行な

っており、科学的な解析に必要な微生物学

的知識、統計学的知識が集積されているた

め、正確な解析評価を行なうことが可能と



なっているにもかかわらず、現時点ではこ

うしたメリットを生かせない種々の問題点

がある。 

いくつか例を挙げると、まず病原体検出

情報において、人口比等を考慮し県内各地

域に満遍なく設定された 28 の病原体定点

のうち平成 14 年度に検体を提出したのは

19 定点のみであった。すなわち、全定点の

うち約１／3 の定点からは全く検査検体が

提出されておらず、病原体検出の対象とな

る検体の提出数に関して地域間のばらつき

が大きいため、その検出結果、特に地域間

の比較等に関しては統計的解析に耐えられ

ない、または、解析の信頼性が低いものと

なってしまっている。 

また、“患者情報と病原体情報の一元化”

による迅速かつ利用可能な感染症情報の収

集・解析・提供が感染症法で謳われている

にもかかわらず、次のような事態も発生し

ている。 

例えば、平成 14 年度に病原体検査検体と

して無菌性髄膜炎の患者 214 名の検体（う

ち、53 名の検体からエコー13 型ウイルスを

分離）が衛生研究所へ搬入されたにもかか

わらず、法律に基づく無菌性髄膜炎の患者

発生報告数は半数にも満たない 102 名に過

ぎなかった等、大きな矛盾が発生してる。

その理由としては、患者発生の届け出義務

のある医療機関（無菌性髄膜炎の場合は、

基幹定点）で、ある疾病を疑って検体を採

取したものの、患者としては報告されてい

ないことなどにより、病原体検出情報と患

者情報が大きく乖離してしまっている。 

また、病原体検査点毎の検体提出数にも

大きな差があり、疾病の地域間流行状況の

違いを始めとする感染症発生情報を正しく

評価するためには、臨床現場における感染

症の診断に、より客観性を持たせるために

米国ＣＤＣが示すような臨床診断に関する

詳細かつ客観的な診断基準を策定する必要

があるだけでなく、診療を行なう医師に届

出対象疾患を正確に把握してもらうために、

報告される情報の信頼性を確保するための

研修を行政サイドが実施するとともに、病

原体定点からの検査検体の提出件数を最低

限保証するために、無菌性髄膜炎等特定の

疾患に関しては、検査検体の提出数を具体

的に指示する必要があると考えられる。 

一方、現在多くの臨床検査が民間検査所

（基幹病院を含む）において実施されてい

ることから、これらの民間検査機関におけ

る病原体検査結果を病原体検出動向調査に

反映させる方策が必要不可欠である。 

さらに、現在の73疾患のうち15疾患（エ

ボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、ペ

スト、マールブルグ病、ラッサ熱、ジフテ

リア、黄熱、回帰熱、狂犬病、腎症候性出

血熱、炭疽、ハンタウイルス肺症候群、B

ウイルス病、発疹チフス及びウエストナイ

ル熱）が感染症法施行後の４年間で全国的

にも一例の発症も報告されていないこと等

を考慮し、感染症法の対象疾患、届け出疾

患数を絞り込み、発症が非常に稀であり、

かつ発症した場合も直ちに公衆衛生上深刻

な事態を引き起こす可能性の非常に小さな

疾患はグループ化するなどの見直しも必要

と考える。 

次に患者情報における問題点として、同

規模の人口を擁する保健所間で比較すると、

各定点数は人口規模に応じて設置されてい

るにもかかわらず、愛知県全域で流行する

ような疾患（例えばインフルエンザなど）

であっても定点当たりの報告数に10倍以上

もの差が生じているものもある。 

また、基幹定点からの報告対象疾患（例

えばマイコプラズマ肺炎）の報告数が低調

であるにもかかわらず報告義務の無い内

科・小児科定点からは流行している旨のコ

メントが多く寄せられるといった現象が毎

年発生している。（表2）。 

これらについては、マイコプラスマ肺炎等

を基幹定点把握疾患から小児科定点疾患に

変更する、基幹定点を２次医療圏に複数ヵ

所設置する、あるいは基幹定点の報告対象

疾患を廃止するといった対応も必要になる

のではないかと思われる。 

また、性感染症（ＳＴＤ）定点について

も、愛知県の報告数の男女比は厚生労働省

の報告と全く逆になっている。これは産婦

人科と泌尿器科等の定点の割合が全国では

5
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尾　張　東　部 69

西　　三　　河 50

東　　三　　河 12

総　　計 197

* コメント件数：コメント中の表現に、「マイコプラズマ患者
多発」、「マイコプラズマ流行中」等、正確な患者数がつかめ
ない場合が多いため、マイコプラズマ患者発生に関するコメン
トの件数をカウントした。したがって、［コメント件数］＜
［実際の患者数］となる。

表２　平成14年度マイコプラズマ週報コメント件数と基幹定点報告数
1：1（450：450）であるのに対し

て、当県では1：2.87（23：66）

と産婦人科の割合が1／3であり、

女性の報告数が少なくなってい

るためと考えられる。 

地　　区 非定点コメント件数* 基幹定点報告数

尾　張　西　部 66

このことについては、産婦人科

と泌尿器科等の定点の割合の見

直しが必要である。 

いずれにしても各保健所からの

定点への適切な働きかけが不可

欠であるとともに、現在の感染症

法の見直しも必要となってくる。 

その他の感染症法に関連した見

直しについては、麻疹等の予防接種率を向

上させるために、感染症法第九条（基本指

針）に基づき平成11年4月1日付けで告示さ

れた「感染症の予防の総合的な推進を図る

ための基本的な指針」中、現行では第一の

九で規定されている予防接種をより前方に

置き、予防接種の一層の推進を図る形で盛

り込むことが望まれ、さらに、麻疹に関し

ては感染症法第十一条に規定する特定感染

症予防指針を作成する感染症として定め、

指針を策定することにより、国内での年間

死亡者数が100～300名とも推定されている

麻疹の撲滅を目指すことも考慮する必要が

ある。 

また、病原体検査では、特定の病原体に関

して国のリファレンスセンターとしての役

割を全国の地方衛生研究所に付与し、その

地域（複数の都道府県）の検査を実施でき

る体制を構築し、稀少疾患の病原体検査の

技術水準の維持・向上及び検査の効率化及

び検査結果の信頼性を担保する必要がある

と考えられる。 

感染症法附則第2条では、「この法律施行

後５年（平成16年）を目途としてこの法律

の規定を再検討し、必要があると認められ

るときは所要の措置を講ずること」とされ

ていることから、これを踏まえ、平成15年2

月に地方衛生研究所全国協議会から厚生労

働省に対してこれまで述べたことを含む要

望書を提出し対応を求めている。 

当企画情報部においては、愛知県におけ

る基幹地方感染症センターとしての立場か

ら、各保健所に対し県内全保健所の届出状

況を定期的に還元する等の働きかけの実施、

指定届出機関で使用する調査票の見直しに

よる届出の簡便化、収集した情報の集計解

析に使用するコンピュータ・プログラムの

改良等を実施し、より正確かつ迅速に情報

を収集・還元することのできるシステムを

構築していくことが必要であると思われる。 

 

（文責 企画情報部 櫻井 博貴） 
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新水道法とICP-MSによる多元素一斉分析 
 
水道法の検査方法に ICP-MS（誘導結合プ

ラズマ質量分析法）が採り入れられたのは、

平成 10 年 6 月 1 日付生衛発第 928 号によっ

て監視項目の中にウランの暫定基準が設定

された時である。そして今回、平成 15 年 5

月 30日付厚生労働省令第 101号で改正され

た水質基準に関する省令では、同年 7 月 22

日付厚生労働省告示第 261 号（以下、厚労

第 261 号）に示されたように、ICP-MS によ

る一斉分析法で B、Al、Cr、Mn、Cu、Zn、

As、Se、Cd、Pb の 10 元素の分析が対象と

された。表に厚労告示第 261 号に示された

ICP-MS を含む機器による一斉分析を指示

された元素について、種類と定量範囲、及

び水質基準等を示した。 

表中で分析の対象元素が最も多いのは、

ICP(誘導結合プラズマ発光分析法)の 12 元

素であったが、そのうち、Na、Mg、Ca、及

び Fe は ICP-MS が分析を苦手とする元素で

ある。ICP-MS と ICP 両法による一斉分析の

対象とされた 8 元素のうち、Al については

定量範囲が同じであったが、B、Cr、Mn、Cu、

Zn、Cd、Pb の７元素については ICP-MS の

方が低い定量範囲が示されている。また、

ICP-MS は、As や Se についても直接他の 8

元素と共に高感度な一斉分析が可能な点で

優れていた。すなわち、表には示さなかっ

たが厚労第 261 号では、As や Se について

は個別に水素化物発生―原子吸光光度法

（定量範囲：両元素共 0.0001-0.01 μg/L）

表　新水道法水質基準等と36元素一斉分析の定量下限値　 (μg/L)
測定 新水道法水質基準　 厚生労働省告示第261号　定量範囲 36元素一斉分析
質量数 元素名 水質基準項目 水質管理目標 要検討項目 別表第 3 別表第 4 別表第 5 別表第 6 定量下限値 *4
（m/z） 基準値 設定項目目標値 目標値 FL-AAS F-AAS ICP ICP-MS (10σ)
7 Li 　 　 　 　 0.02
9 Be 0.02
11 B 1000 6-600 2-200 1
23 Na 200000 2-200 60-600 6-600 5
24 Mg *1 *2　 5-50 0.6-60 0.02
27 Al 200 　 1-100 0.4-40 0.4-40 0.2
28 Si 5
39 K 4
43 Ca *1 *2　 20-200 40-4000 20
51 V 0.007
53 Cr 50 1-100 5-50 *3 0.8-80 0.2-20 0.1
55 Mn 50 10 1-100 5-50 *3 0.2-20 0.08-8 0.04
56 Fe 300 10-1000 10-100 *3 1-100 3
59 Co 0.02
60 Ni  10P 0.05
63 Cu 1000 1-100 40-400 0.6-60 0.2-20 0.2
66 Zn 1000 1-100 20-200 0.6-60 0.2-20 0.1
69 Ga 0.01
75 As 10 1-100 0.06-6 0.03
82 Se 10 1-100 0.4-40 0.5
85 Rb 0.01
88 Sr 0.02
95 Mo 　 70 0.02
107 Ag  *5 0.1
111 Cd 10 0.1-10 1-10 *3 0.5-50 0.07-7 0.05
115 In 0.005
118 Sn *6 0.03
121 Sb  15 0.01
133 Cs 0.001
137 Ba 700 0.01
202 Hg 0.5 0.1
205 Tl 0.01
208 Pb 10 1-100 1-100 0.2-20 0.02
209 Bi  *5 0.01
232 Th 0.01
238 U  2P 0.002

*1:両元素を合わせて、CaCO3として300000 μg/L。したがって、Caのみの場合は120000 μg/L、Mgのみの場合は72900 μg/Lに相当。

*2:両元素を合わせて、CaCO3として10000～100000 μg/L。したがって、Caのみの場合は4000～40000 μg/L、Mgのみの場合は2430～24300 μg/Lに相当

*3:10倍濃縮。
*4:ブランクの標準偏差の10倍を濃度に換算した。
*5:設定値なし
*6：有機Sn化合物として0.6 μg/L暫定値
P：暫定値
FL-AAS：フレームレス－原子吸光光度法
F-AAS：フレーム－原子吸光光度法
ICP：誘導結合プラズマ発光分析法
ICP-MS：誘導結合プラズマ質量分析法

 
7



や水素化物発生-ICP（定量範囲：両元素共

0.0001-0.01 μg/L）を指示している。な

お、同様に表には示さなかったが厚労第

261 号では、Hg については還元気化―原子

吸光光度法（定量範囲 0.05-0.5 μg/L）の

みを指示している。したがって、これらの

ことを踏まえながら、実際には、機器分析

は装置のコストを含めて各々長所・短所が

あり、対象試料、対象元素（項目）とその

含有量レベル等を考慮して分析方法を選択

することになる。 

さて、愛知県では、こうした水道法の動

きとは別に平成 13年 7月に健康危機管理対

応備品として衛生研究所に ICP-MS が配備

された。健康危機発生時の原因物質究明の

ための緊急時マニュアル作成を目的に、生

活科学部では環境水を対象とした多元素一

斉分析手法の確立に向けて検討を加えた。 

これらの結果についてはすでに報告し

た1）が、ここでは、ICP-MSの測定原理と特

徴、及び多元素一斉分析法における検討事

項の概略を要約して述べ、前回の報告以降

に得られた多元素一斉分析結果については、

新水道法水質基準等と対比させて得られた

知見を述べる。 

 

1. ICP-MS の測定原理と特徴 

 

ICP（ inductively coupled plasma）の

プラズマとは、原子力用語辞典2）によれば

「超高温において高度にイオン

化された原子群と自由になった

電子群のように、全体としては

帯電していないが正負の電荷が

相当の密度でガス状に分布して

いる集団であり、固体、液体、

気体、のいずれでもない第 4 の

状態のこと」である。図 1 に

ICP-MS装置の概略図を示したが、

まずイオン化部のプラズマトー

チの先端部分に、高周波誘導コ

イル内の高周波磁界によって生

じる誘導電流で無電極放電 

を発生させ、Ar プラズマを生成 

させる。そして、試料水が、キ 

ャリアーガスのArと共に試料導入部ネブラ

イザーによって噴霧されながら、このArプ

ラズマの中に導入される。この時、霧状試

料水中に含まれる元素が、Arプラズマの中

でイオン化される。これらのイオンは、サ

ンプリングコーンやスキマコーンを通過し

たのち、排気も兼ねた高真空領域に入り、

イオンを効率よく質量選択部に導くための

イオンレンズ部を通過して四重極マスフィ

ルタに導入される3）。検出部で測定質量数

（m/z）別にイオン量が計測されることによ

って、元素の同定と定量が同時に行なわれ

る。 

 長所は、対象元素が周期律表中の元素の

約 70 %と多く、測定のレンジ幅が 8 桁と広

いため、ng/L オーダーから mg/L オーダー

までの多元素同時分析が可能であること等

である。 

 短所は、試料中の共存元素による分子イ

オン干渉（例、 23Na16O/39K、 35Cl16O/51V、
40Ar16O/56Fe等生成）、同位体干渉（40Ar/40Ca、
58Ni/58Fe等）、イオン化干渉（イオン化エネ

ルギーの小さい元素がイオン化エネルギー

の大きい目的元素のイオン化を抑制）、及び

原子量効果（共存元素の原子量が大きいほ

ど目的元素の感度が減少）があり、その他

にもBやHgに顕著なメモリー効果（導入系に

それらのメモリーが残ってベースラインに

戻らず、感度及び測定値に影響）があるこ

と等である。   

 

 

 

図1  ICP-MS装置 
（Agilent 7500 ICP-MS ハードウェアマニュアルより転載、＊部は加筆） 
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2. 環境水の多元素一斉分析方法 

 

1) 器具及び試薬 

(1) 器 具：全てポリエチレン製またはポ

リプロピレン製。ただし、ろ過

装置は 47 mm のパイレックス製

ディスクホルダーを使用。使用

時まで、ポリエチレン袋又はプ

ラスチックケースにて密封保

存。 

(2) 硝 酸：関東化学製電子工業用。 

 

(3) 標準液：36 元素（表参照）混合標準液

（0、0.5～100 μg/L）及び混

合（Sc、Y、Ir）内部標準液（100 

μg/L）の 1 %硝酸溶液を下記

市販標準液から調製。  

SPEX 製 ICP-MS 用 XSTC－13： 

31 元素（表中 36 元素から B、

Si、Mo、Sn、Sb を除く）混合

標準液 10 mg/L  

SPEX 製 ICP-MS 用: 

Si、Ir 単独標準液 各 10 mg/L 

関東化学製原子吸光分析用： 

B、Sc、Y、Mo、Sb 単独標準液 

各 1000 mg/L 

和光純薬製原子吸光分析用： 

Sn 単独標準液  1000 mg/L 

 

2) 試料の採取等 

 環境水の分析試料として、河川水、水道

原水や温泉水等の地下水、水道蛇口水を用

いた。いずれも、現地にてポリバケツまた

は採取ビンにて直接採取、又は水中ポンプ

にて汲み上げた直後に採取した。試料水は

即日実験室にて 0.45μm のメンブランフィ

ルターにてろ過後、ろ液を試料保存ビンに

入れて 1 L につき硝酸 10 mL を添加して、

冷暗所保存した。なお、澄明な地下水や水

道蛇口水については、ろ過は実施しなかっ

た。 

 なお、厚労第 261 号では、「ビーカーに採

取した検水 100 mL に硝酸（保存のための添

加量を含め）1 mL と混合内部標準液（Sc、

Y、Ir 混合 0.00005 mg/mL 溶液）10 mL を添

加後、静かに加熱し、液量が 100ｍL 以下に

なった所で冷却し、精製水を加えて 100 mL

とし、これを試験溶液とする」ことを指示

している。 

したがって、今回検討した方法は、酸添

加後の加熱溶解によって総量を測定対象と

する水道法に比して、加熱処理なしで採取

試料に直接硝酸添加して溶解状態にあるも

ののみを測定する緊急時対応の簡便法であ

る。 

 

3) ICP-MS 測定  

測定は、Agilent 7500i（環境仕様）に

て行なった。試料はそのまま又は希釈のみ

で直接導入し、内部標準液はネブライザー

の直前まで試料とは別系統で導入した。し

たがって、ここでの測定も、水道法では試

料と内部標準が同一溶液でネブライザーに

導入されるのに対して、装置による混合を

利用した緊急時対応の簡便法である。 

 

プラズマ：高周波出力 1550 W  

     キャリアーガス（Ar）1.1 L/分  

  試料噴霧：バビントン型ネブライザー 

 

 なお、今回の 36 元素一斉分析条件での必

要試料量は約 3 mL、1 検体の分析時間は 6

分であった。 

 

3. 検討事項 

 

1）標準元素と検量線の特徴 

 標準元素には、水道法関連元素を中心に、

入手可能な混合標準液等を考慮して 36 元

素を選択した。 

 検量線は、いずれも相関係数が 0.999 以

上と良い直線性を示したが、よく知られて

いる Fe 以外でも Si、K、Ca 等については検

量線が原点を通らず、Y 軸切片がプラス方

向に大きくずれる傾向があった。なお、36

元素のうち、Ag と Hg は基本的には原点を

通って直線性も良好であったが、標準液測

定時に比較的頻繁に外れ値が生じて検量線

の直線性が劣る場合があった。Ag は硝酸溶

液での濃縮時に回収率が落ちると言われて
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いることや塩素イオンの存在で塩化銀にな

りやすいこと、また、Hg はメモリー効果や

器壁に吸着しやすい性質に関係があるもの

と思われた。したがって、この 2 元素の

ICP-MS による測定時には、標準液作製後の

時間経過による力価の減少が他の元素より

顕著であることから、必ず用時調製する必

要があると考えられた。その他、標準液測

定時に検量線からの外れ値を生じ易い元素

は、一般的に器具等からの汚染が懸念され

ている B、Na、Si、Ca、及び Cu であった。

Cu 汚染は実験室に給湯されている温水の

ボイラーが銅製であることに起因している

と考えられ、器具洗浄時に温水を使用しな

いことも改善策の一つであった。 

 混合標準液による検量線に直線性があっ

たとしても、混合標準液自体に含まれる他

の元素の分子イオン干渉を受ける事例があ

っため、単独の標準液で検量線を確認する

ことも元素によっては必要であった（Ca の

事例後述）。 

2）定量下限値 

 表に測定質量数（m/z）と定量下限値（10 

σ）を示した。定量下限値は B、Na、Si、K、

Ca、Fe で 1 μg/L 以上と高かったが、新水

道法に基準値や目標値が示された 21 元素

のうち、Sn、Se、Hg を除く 18 元素の測定

に関しては基準値や目標値の 1 / 100 以下

であった。Sn の定量下限値は 0.03 μg/L

と有機スズ化合物としての目標値の約 1 / 

10 ではあったが、これは目標値の低さを考

慮すれば良好な値であった。Se は 0.5 μ

g/L と基準値の 1 / 20 であったが、これは

ICP-MS 測定の短所である使用される Ar ガ

スの分子イオンによる干渉のためと考えら

れた。また、Hg は 0.1 μg/L と基準値の約

1 / 5 でやや高目の定量下限値であったが、

これは Hg がメモリー効果を示すことや器

壁に吸着しやすい性質を持つためと考えら

れた。なお表には示さなかったが、Hg につ

いては、還元気化―原子吸光光度法の定量

下限値が 0.05 μg/L と ICP-MS より優れて

いた。  

3）メモリー効果と試料導入条件  

 B や Hg のメモリー効果はよく知られてい

るが、高塩濃度試料では水の主成分である

Na、Mg、K、Ca のメモリー効果も大きかっ

た。除去対策として、装置メーカーはフロ

ーインジェクション法を推奨しており、B

以外の元素については有効であった。しか

し、B については直接導入法とそのメモリ

ー効果は殆ど変わらず、必ずしも有効では

なかった。  

 以上の検討結果から、緊急時の一斉分析

では、試料は直接導入することとし、洗浄

液としては 2 %硝酸を使用し、標準液導入

後ブランクとして 3 本の 1 %硝酸溶液を挿

入した後さらに試料間にブランク 1 本を挿

入して試料毎のメモリー量を把握し、必要

に応じて試料濃度を補正することにした。

高塩濃度試料に関しては、高くてもその濃

度を海水の 1/10 程度までに抑えることと

し、あらかじめ段階希釈した後に測定して

各希釈段階のデータを比較して濃度を決定

することとした。  

4)内部標準液の添加 

 ICP-MSでは、厚労第 261 号でも指示され

ているように試験溶液自体に添加された内

部標準による補正が原則である。しかし、

内部標準元素自体も測定妨害を受けるので、

内部標準法は絶対的なものではない。今回

は測定対象とした 36 元素に重ならない元

素として、Sc（適用元素質量数範囲:7～66）、

Y（同：69～137）、Ir（同：202～238）を使

用した。厚労第 261 号では、IrではなくTl

が指示されているが、Tlは上水試験方法解

説編 2001 年版4)にも「毒性（神経系及び肝・

腎毒性）の強い金属の一つ」と記載されて

いる。したがって、今回の検討の測定対象

元素としてTlを加え、高質量数用内部標準

元素にはIrを用いることとした。  

 なお、低質量数用内部標準元素の Sc は高

塩濃度試料で過剰補正となった場合があっ

た。また、内部標準液添加の簡便法として

ネブライザーの直前で ICP-MS 装置のペリ

スタルポンプを用いての添加では添加量に

不均一な場合があったので、簡便法の使用

の有無にかかわらず、内部標準元素の計測

値を確認後補正の有無を決定した。  
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4. ICP-MS による一斉分析結果 

 

1) 河川水標準物質：(社)日本分析化学会

認証・頒布の河川水標準物質 2 種 JAC0031

と JAC0032の Caについては実測値と認証値

の比が 0.76 及び 0.79 と、実測値がいずれ

も 20 %以上低値であった。これは、作成し

た Ca の検量線が、混合標準液自体に含まれ

る他の元素の分子イオン干渉を受けてその

傾きが大きくなったために、結果として実

測値が相対的に低値となったものと考えら

れた。 

2）市販混合標準液：Ca の値付け値に対し

て、36 元素混合標準液で 102 %、31 元素混

合標準液で 86 %とほぼ満足できる測定値で

あったが、25 元素混合標準液では 58 %、Ca

単独標準液では 76 %と、標準液の共存元素

により測定が妨害されることが明らかにな

った。  

3) 環境水への標準添加：環境水において

主成分濃度が比較的低くNaがおおよそ 10 

mg/L以下の場合は、含有量が数μg/Lレベル

以下のBe、Se等を除けばいずれの元素も直

接測定が可能であることが判明した。また、

主成分濃度が比較的高く 100 mg/L以上の場

合は、質量数が 70 未満の元素については信

頼性のある測定値を得ることが困難で、さ

らに、主成分濃度が高いほど含有量が数μ

g/Lレベル以下のSeも、回収率が低くなる傾

向にあることが判明した。しかし、この場

合には最大 105倍までの希釈によって高塩

濃度試料の主成分濃度を低くすれば、共存

元素による分子イオン干渉を抑制し、測定

可能な元素範囲が広くなることが確認され

た。  

 

5. 新水道法水質基準と一斉分析による 

36 元素含有パターン 

 

 環境水についてのICP-MSによる 36 元素

一斉分析結果から得た元素含有パターン

（縦軸：対数表示の濃度、横軸：原点より

低質量から高質量の元素）は、水の由来や

賦存状態についての情報を得るのに有効で

あることが示唆された1）。  

 ここでは、県内の飲料水源としての地下

水（ｎ=27）について 36 元素含有パターン

をみた。図 2 にそれらの平均値と最大値に

ついて新水道水質基準値と共に示した。 

これら地下水の元素毎の溶存レベルの

違いを平均値で見ると以下のようであった。 

 

10000 μg/L オーダー以上:Na、Si  

1000 μg/L オーダー:Mg、K、Ca 

100 μg/L オーダー:Fe  

10 μg/L オーダー:B、Al、Mn、Sr、Ba  

1 μg/L オーダー:Li、Cu、Zn、As  

0.1 μg/L オーダー:V、Cr、Co、Ni、 

Ga、Rb、Mo、Cs、Pb  

0.01 μg/L オーダー:Sn、Sb、Tl、Th、U 

0.01 μg/L オーダー未満:Be、In  

検出下限値未満: Se、Ag、Cd、Hg、Bi 

 

また、これらの結果のうち、ここでは水

質基準項目 15 元素（B、Na、Mg、Al、Ca、

Cr、Mn、Fe、Cu、Zn、As、Se、Cd、Hg、Pb）、

水質管理目標設定項目６元素（Mg、Ca、Mn、

Ni、Sb、U）、要検討項目 5 元素（Mo、Ag、

Sn、Ba、Bi）中 Mo と Ba の 2 元素について

注目した。すなわち、水質基準項目 15 元素

のうち、Mn と Fe は平均値が基準値と同レ

ベルであった。また、Al と As については、

平均値が基準値より 1 桁低かったものの、

最大値は基準値と同レベルであった。他の

水質基準元素は、いずれも最大値で基準値

より約 1 桁以上低かった。水質管理目標設

定項目６元素のうち、硬度成分である Ca

と Mg の平均値は目標値と同レベルであり、 

Mn の平均値は目標値より 1桁以上高かっ

た。しかし、他の Ni、Sb、U については、

それらの最大値でも目標値より 1 桁以上低

かった。さらに、要検討項目の Mo、Ba につ

いては、最大値でも目標値より約 1 桁以上

低かった。 

したがって、図 2 から、県内の飲料水源

としての地下水について新水道法上の評価

を加えるならば、Mn と Fe の除去が必要な

水源が多いこと、及び Al と As については

全体的には基準値より 1 桁低い濃度である

が同レベルの水も存在するため水道原水の 
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水質変動や浄水

あることも判明した

なお、県内飲料

度についてはこれま

ているが、Al につ

そこで、生活科学部

査「水道原水水質調

にて ICP-MS による

ている。 

 

6. 最後に 

以上、述べてきた

多元素一斉分析は、

Na、Mg、K、Ca 等に

に良くない傾向にあ

正な希釈で多くの元

れるため、健康危機

素原因物質の迅速究

示唆された。また

ICP-MS による多元

による一斉分析法と

法ではあるが、日常
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図2 新水道法水質基準と飲料水源としての地下水の36元素含有パターン 
処理等に注意が必要で

。 

水源中の Mn、Fe、As 濃

でも日常的に検査され

いては測定例が少ない。

では、今年度の行政検

査（特定項目水質調査）」

Al の実態調査を計画し

ように、ICP-MS による

水の主成分元素である

ついては精度、感度共

るものの、試料水の適

素情報が感度よく得ら

管理時における無機元

明に有効であることが

、今回検討を加えた

素一斉分析法は、水道法

してはあくまでも簡便

業務としての水道水質 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Na Mg Al Si K Ca V Cr Mn Fe Co Ni Cu Zn Ga As Rb Sr Mo Ag Cd In Sn Sb Cs Ba Hg Tl Pb Bi Th U

水質基準項目

水質管理目標設定項目

要検討項目

地下水平均値

地下水最大値

 

検査においても監視等、その目的によって

は大いに有効であることが判明した。 

今後は、さらに対象元素を広げると共に、

個々の元素の測定精度を上げることが必要

と考えている。 

（文責 生活科学部 大沼 章子） 
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